
秘密保持契約書
株式会社かんぽ生命保険（以下「甲」という。）及び株式会社■■■■（以下「乙」という。）は、乙が資産運用に係るフロントシステム提供サービスの開発・保守の委託（以下「本案件」という。）に係る甲向けの提案書を作成するため（以下「本件目的①」という。）、乙において必要となる情報を甲から開示・提供を受けるに当たり、また甲が本案件の乙に対する委託の可否につき検討するため（以下「本件目的②」という。）、乙から上記甲向けの提案書の開示・提供を受けるに当たり、相互にかかる情報等の秘密を保持等することに関し、以下のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する｡

（定義）

第1条　

本契約において、乙が本契約に基づく義務を負うべき「秘密情報」とは、以下に記載する事項のうち、チェックボックス(□)にチェックが入っている事項、その他、書面、電子データ、口頭その他方法のいかんを問わず、本契約締結日以降、本件目的①に関連して甲が乙に対し開示又は提供し、或いは本件目的①に関連して乙が知得する一切の情報（その存在形態が有形物か無形物かを問わず、複写物、複製物、又は磁気・光学記録媒体に保存した形態を含む。）をいう。

☑　別紙に定める情報
· 本契約締結の事実、本契約の内容、本契約の存在
　　
2　本契約において、甲が本契約に基づく義務を負うべき「秘密情報」とは、本契約締結日以降、本件目的②に関連して乙が甲に対し開示又は提供した有形無形の技術上、営業上、その他一切の情報のうち、下記の方法により秘密情報である旨指定されたものをいう。

(1) 書面による場合には、開示した日、開示した当事者名及び秘密情報であることを示す語句を当該書面上に表示するものとする。

なお、開示した当事者名および秘密情報であることを示す語句とは、「乙秘密情報」又は「乙CONFIDENTIAL」等の表示をもって足りるものとする。

(2) 口頭又は物品の交付により甲に開示する場合には、開示の時に秘密情報である旨を告げ、開示後10日以内に秘密情報の内容、開示の日及び秘密である旨を記載した書面を交付するものとする。

(3) 電子メール等を用いて授受される電子ファイル形式により甲に開示する場合には、開示の際に適宜秘密情報である旨の表示をするものとする。

3　前二項の規定にかかわらず、次の各号に該当する情報は、前二項に定める「秘密情報」から除かれるものとする。

(1) 開示・提供され、又は知得した時点で、既に公知となっている情報

(2) 開示・提供され、又は知得した時点で、既に相手方が有している情報

(3) 開示・提供され、又は知得した後に、相手方の責に帰すべき事由によらず公知となった情報

(4) 開示・提供され、又は知得した後に、相手方が第三者から守秘義務を負うことなく合法的に入手した情報

4  本契約において、「秘密情報取扱者」とは、甲及び乙の役員・従業員等のうち、それぞれ本件目的②及び①の実現のために秘密情報を取り扱う必要がある者をいう。

5　本契約において、「相手方の秘密情報」とは、甲にとっては第2項に定める「秘密情報」、乙にとっては第1項に定める「秘密情報」のことをいう。

（秘密情報取扱者）

第2条　

甲及び乙は、本契約締結後、直ちに秘密情報取扱者を指定の上、書面により相手方に対し通知しなければならない。

なお、甲又は乙が、秘密情報取扱者を変更する場合も同様とする。

（守秘義務等）
第3条　

甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾を得た場合を除き、相手方の秘密情報を第三者（秘密情報取扱者以外の者をいう。以下同じ。）に対し開示、漏えい等してはならず、またそれぞれ本件目的②及び①を実現する以外の目的で相手方の秘密情報を利用（以下「目的外利用」という。）してはならない。

（秘密情報の管理）

第4条　

甲及び乙は、前条に定める義務の履行を実効あるものとするため、乙は甲からの指示に従い、また甲は自らの責任のもと、それぞれ相手方の秘密情報を善良なる管理者の注意をもって厳重に管理するものとする。

（第三者に秘密情報を開示する場合の取扱い）

第5条　　

甲及び乙は、第3条に基づき、相手方の書面による事前の承諾を得て相手方の秘密情報を第三者に対し開示する場合、当該第三者をして、本契約に定める甲乙それぞれの義務と同一の義務を負わせ、かつこれを遵守させなければならない。

（秘密情報の返還・廃棄）

第6条　

甲及び乙は、本契約の有効期間が満了した場合又は相手方からの要請があった場合、直ちに、その指示に従い、相手方の秘密情報を相手方に返還し、又は廃棄しなければならない。

（譲渡禁止）
第7条　

甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾を得た場合を除き、本契約上の地位及び本契約から生じる権利又は義務を第三者に譲渡、承継し、又は担保に供する等してはならない。

（秘密情報漏えい時等の取扱い）
第8条
甲又は乙において、甲若しくは乙、それぞれの秘密情報取扱者、又は第3条に基づき相手方の書面による事前の承諾を得て相手方の秘密情報の開示を受けた第三者（以下これらの者を総称して「甲乙ら」という。）が相手方の秘密情報を第三者に漏えいし、又は目的外利用している事実を把握する等、甲乙らが本契約に違反し又はその疑いが生じている事実を把握した場合、甲又は乙は直ちに相手方に対しその旨を通知のうえ、その指示に従わなければならない。

（損害賠償責任）
第9条　

甲又は乙は、甲乙らが本契約に違反したことにより相手方又は第三者に対し損害を与えた場合には、当該損害の一切（合理的な弁護士費用等を含む。）を賠償する。

（知的財産権）

第10条

甲及び乙は、相手方の秘密情報に依拠して、発明、考案、著作物その他の知的財産権の目的となるもの（以下「発明等」と総称する。）を得た場合には、甲又は乙に対し速やかに通知し、また、当該発明等に関する知的財産権の帰属及び取扱いを別途、第12条に基づき甲乙間で協議のうえ決定するものとする。

2　次の各号のいずれかに該当する発明等に係る知的財産権は、その発明等をなした当事者に単独で帰属するものとする。

(1)各当事者が本契約締結日前から保有するもの。

(2)各当事者が、本目的を遂行する過程で、相手方から提供された秘密情報に依拠せず
に独自に創出又は取得したもの。
（本契約の有効期間）

第11条　

本契約は、本契約締結日から３年間経過日まで有効とする。ただし、第3条、第5条、第7条、第8条、第9条、前条、次条及び第13条の規定の効力は、本契約の終了後もなお存続するものとする。　

（協議解決）
第12条　

本契約に定めのない事項、又は本契約について、甲及び乙において解釈を異にする事項が生じた場合は、甲乙双方誠意をもって友好的に協議の上これを解決する。
（準拠法・裁判管轄）

第13条　

本契約は日本法に準拠し、同法に基づき解釈されるものとする。

2　本契約に関連して生じた一切の紛争については、東京地方裁判所をもって、第一審に係る専属的合意管轄裁判所とする。

以上、本契約の成立を証するため、本契約書2通を作成し、甲乙記名捺印の上、各１通を保有する。

●●●●年●月●日

甲：〇〇〇〇
乙：〇〇〇〇
別紙
１　資産運用に係るフロントシステム提供サービスに係る調達仕様書（開発・保守業務委託）
２　提案書作成要領
３　総合評価基準及び総合評価基準表

